
第１号様式（第５条関係） 

 

佐伯市家庭用生ごみ処理容器購入費補助金交付申請書 

 

 令和  年  月  日 

 佐伯市長 冨 髙 国 子 様 

 

                                     

佐伯市補助金等交付規則（平成 17 年佐伯市規則第 56 号）及び佐伯市家庭用生ごみ処理容器購入費

補助金交付要綱第５条に基づき、補助金の交付について申請します。 

 

  

申請者氏名 
                       

申請者住所 〒８７６－ 

佐伯市 

 

申請者電話  

 

購入した処理容器  

購入日    令和   年    月    日 

購入店舗名  

購入金額（税込み） 
                  円 

 

※本申請で得た個人情報は、本補助金の交付に係る事務処理及び生ごみ処理に係るアンケート調査等

の実施以外には使用しません。 

 

※処理容器の購入がわかる領収証（レシート）の原本を添付してください。 

※領収証（レシート）は返却しません。 

 

 

 

【清掃課記入欄】 

受付日       月   日（  ） 

受付職員名  

 

 

 

 

 

 

 



第３号様式（第７条関係） 

 

佐伯市家庭用生ごみ処理容器購入費補助金請求書 

 

  令和  年  月  日 

 佐伯市長 冨 髙 国 子 様 

 

申請者 住所 佐伯市             

氏名                 

TEL                 

 

佐伯市家庭用生ごみ処理容器購入費補助金交付要綱第７条に基づき、以下のとおり請求します。 

 

 

 

 

 

       補助金請求額           円 

 

 

 

 

なお、補助金については、以下の口座に振込みをしてください。 

   

金融機関 

        銀行          支店 

        信用金庫 

        労働金庫 

        組合 

種別  普 通 ・ （        ） 

口座番号   

口座名義 

フリガナ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



市税納付状況調査同意書兼暴力団関係者でないことの誓約書 

 

１ 市税納付状況調査同意書 

 

「佐伯市家庭用生ごみ処理容器購入費補助金」の交付を受けるにあたって、私の市税の納付状況につい

て、佐伯市長が照会・調査することに、 

   □ 同意します。 

   □  同意しません。 

（※同意しない場合、市税の完納を証する書類の提出が必要となります。） 

 

２ 暴力団関係者でないことの誓約書 

 

 私は、下記の事項について誓約します。 

 なお、市が必要な場合には、警察に照会することについて承諾します。 

 また、照会で確認された情報は、今後、私が、佐伯市と行う他の契約等における確認に利用するこ

とに同意します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                 

 

 

令和  年  月  日 

佐伯市長 冨 髙 国 子 様 

 

         住  所                            

 

         氏  名                            

 

         生年月日（明治・大正・昭和・平成）  年  月  日 （男・女） 

 

※ 市では、佐伯市暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請者に暴力

団等でない旨の誓約をお願いしています 

記 

 

１ 自己又は自己の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。 

 （１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第２

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

 （２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

 （３） 暴力団員が役員となっている事業者 

 （４） 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者 

 （５） 暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約又は資材、原材料の購入契約等を締結し

ている者 

 （６） 暴力団（員）に経済上の利益や便宜を供与している者 

 （７） 役員等が暴力団（員）と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難される関係

を有している者 

 （８） 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

２ １の（１）から（８）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の個人（生産

者）ではありません。 


